
歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 茨城県 つくば市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【経常収支比率】
（人件費）
　つくば市は６町村，１事務組合の合併により，職員数が大幅に増加したために，職員数の水準が県内市町村及び類似団体と比較
して高くなっている。第２次定員適正化計画のもとに職員採用の抑制に努めたために，前年度より人件費の決算額は下がっている
が，歳入での経常一般財源が大幅に下がったため比率は0.7ポイント上がっている。今後も引き続き人件費の削減を図る。
（物件費）
　物件費が類似団体平均に比べ高い要因としては，庁舎や教育施設，その他出先機関等の公共施設が多の自治体に比較して多い
ことが揚げられる。前年と比較して0.9ポイント上昇しているのは，クリーンセンターの維持管理経費が増額となったほか，業務委託に
よる経費が伸びたことによるものである。現在，施設の運用形態を検討するとともに，指定管理者制度導入による競争に伴うコスト
削減を見込んでいる。
（扶助費）
　扶助費に係る経常収支比率が類似団体平均より下回っている要因は，他の自治体と比較して生活保護者の割合がつくば市にお
いて低い数値で推移しているためである。しかし，今後，人口増に伴い，医療扶助費や児童手当等の増加が予想される。
（公債費以外）
　主なものとしては，研究学園都市整備に伴い，都市再生機構（旧住宅整備公団）が行った学校施設等の整備に係る経費について
の債務負担行為の償還金である。
（公債費）
　現在のところ類似団体平均と比較すると良好であるが，前年と比較すると0.7ポイント増加しており，その要因は，合併特例債の償
還が始まったためである。また，今後はＴＸ沿線開発事業や新庁舎建設事業等の大規模事業の影響が見込まれるため，長期的な
起債計画を立て，発行額の適正化を図る。
（補助費）
　補助費等については類似団体平均に比べ下回っており，前年と比較しても同程度の比率で推移している。今後も引き続き各種団
体への補助金交付について，公平性・公益性の確保に努める。
（その他）
　その他に係る経常収支比率が類似団体平均と同程度となっている。しかし，前年度と比較して0.4ポイントの増となっており，これ
は，介護保険会計繰出金や維持補修費等が増加したためである。
【人件費及び人件費に準ずる費用】　上記「人件費」と同様。
【公債費及び公債費に準ずる費用】　上記「公債費」と同様。
【普通建設事業】
　人口１人当たりの決算額については，類似団体と同じ水準となっている。前年度と比較して大幅に増加している主な
要因は，新庁舎建設事業，消防署の新築によるものである。今後も大規模な事業が予定されており，事業の計画的な
実施に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 15,561,529 78,658 66,615 18.1
賃金（物件費） 661,683 3,345 2,950 13.4
一部事務組合負担金（補助費等） 9,275 47 2,213 ▲ 97.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 96,802 489 1,062 ▲ 54.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 61 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 366,911 1,855 2,066 ▲ 10.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 129,732 656 1,377 ▲ 52.4

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 茨城県 つくば市

人口1人当たり決算額
(円)
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90,201

76,781
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 129,732 656 1,377 ▲ 52.4
▲退職金 ▲ 1,635,770 ▲ 8,268 ▲ 8,546 ▲ 3.3
合計 15,190,162 76,781 67,798 13.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.77 6.76 2.01
ラスパイレス指数 99.0 99.6 ▲ 0.6
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

6,520,397 32,958 28,658 15.0

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの

当該団体決算額
（千円）
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（年度割相当額）等

- - 60 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 2,229,480 11,269 13,015 ▲ 13.4
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 1,057 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

1,858,120 9,392 2,139 339.1

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 15 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 5,238,876 ▲ 26,481 ▲ 27,239 ▲ 2.8

合計 5,369,121 27,139 17,704 53.3
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

6,369,941 34,123 ▲ 8.6 53,606 ▲ 22.2 13.6

うち単独分 4,632,161 24,814 1.5 31,541 ▲ 29.0 30.5

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 茨城県 つくば市

6,156,412 32,679 ▲ 4.2 68,917 28.6 ▲ 32.8

うち単独分 4,794,195 25,448 2.6 41,973 33.1 ▲ 30.5

6,218,301 32,429 ▲ 0.8 46,881 ▲ 32.0 31.2

うち単独分 3,909,218 20,387 ▲ 19.9 30,527 ▲ 27.3 7.4

5,552,199 28,511 ▲ 12.1 46,072 ▲ 1.7 ▲ 10.4

うち単独分 3,638,564 18,684 ▲ 8.4 28,341 ▲ 7.2 ▲ 1.2

8,092,299 40,904 43.5 41,439 ▲ 10.1 53.6

うち単独分 6,077,417 30,719 64.4 26,115 ▲ 7.9 72.3

過去５年間平均 6,477,830 33,729 3.6 51,383 ▲ 7.5 11.1

うち単独分 4,610,311 24,010 8.0 31,699 ▲ 7.7 15.7
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